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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置であって、
　前記終端構造部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度
の第１導電型の低濃度半導体層と、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と接しており、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面
とは接触しない第２導電型の第２半導体層と、を有し、
　前記半導体層の底面と前記第２導電型の第２半導体層の底面の深さが同じであることを
特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よりも不純物濃度が低く、前
記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層、を有することを特徴とする
請求項１に記載の半導体装置。
【請求項３】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置であって、
　前記終端構造部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度
の第１導電型の低濃度半導体層と、
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　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と接しており、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板の表
面とは接触しない第２導電型の第２半導体層と、
　前記第２半導体層よりおもて面側に配置され、少なくとも一部が前記第２半導体層と接
し前記活性領域から離れた方向の端部が前記第２半導体層とは異なる位置の第２導電型の
第４半導体層と、
　を有することを特徴とする半導体装置。
【請求項４】
　前記第４半導体層は前記半導体基板の表面に接していないことを特徴とする請求項３に
記載の半導体装置。
【請求項５】
　前記第４半導体層は前記半導体層と接することを特徴とする請求項３または４に記載の
半導体装置。
【請求項６】
　前記第４半導体層より前記半導体基板のおもて面側に配置され、少なくとも一部が前記
第４半導体層と接し活性領域から離れた方向の端部が前記第４半導体層とは異なる位置の
第２導電型の第５半導体層を有することを特徴とする請求項３～５のいずれか一つに記載
の半導体装置。
【請求項７】
　前記第５半導体層は前記半導体層と接することを特徴とする請求項６に記載の半導体装
置。
【請求項８】
　前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よりも不純物濃度が低く、前
記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層を有することを特徴とする請
求項３～７のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項９】
　前記第４半導体層と接しており、かつ、前記第４半導体層より不純物濃度が低い第２導
電型の第６半導体層を有することを特徴とする請求項３～８のいずれか一つに記載の半導
体装置。
【請求項１０】
　前記第５半導体層と接しており、かつ前記第５半導体層より不純物濃度が低い第２導電
型の第７半導体層を有することを特徴とする請求項６または７に記載の半導体装置。
【請求項１１】
　前記第３半導体層は前記第４半導体層に接することを特徴とする請求項８に記載の半導
体装置。
【請求項１２】
　前記第４半導体層より前記半導体基板のおもて面側に配置され、少なくとも一部が前記
第４半導体層と接し活性領域から離れた方向の端部が前記第４半導体層とは異なる位置の
第２導電型の第５半導体層を有し、
　前記第６半導体層は前記第５半導体層に接することを特徴とする請求項９に記載の半導
体装置。
【請求項１３】
　前記第２導電型の各半導体層の不純物の基板深さ方向の積分値が前記半導体層から端部
にかけての各位置ａ線，ｂ線，ｃ線において、次第に小さくなりａ線＞ｂ線＞ｃ線の関係
であることを特徴とする請求項８に記載の半導体装置。
【請求項１４】
　第２導電型の各半導体層の不純物の基板深さ方向の積分値が前記半導体層から端部にか
けての各位置ａ線，ｂ線，ｃ線，ｄ線，ｅ線，ｆ線において、次第に小さくなりａ線＞ｂ
線＞ｃ線＞ｄ線＞ｅ線＞ｆ線の関係であることを特徴とする請求項１２に記載の半導体装
置。
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【請求項１５】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置であって、
　前記終端構造部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度
の第１導電型の低濃度半導体層と、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と、
　前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層と、
　を有し、
　前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面とは接
しない第２導電型の第４半導体層を有することを特徴とする半導体装置。
【請求項１６】
　前記高濃度半導体層は複数配置されていることを特徴とする請求項１５に記載の半導体
装置。
【請求項１７】
　前記第４半導体層は前記高濃度半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請
求項１５または１６に記載の半導体装置。
【請求項１８】
　前記第４半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請求項１
５～１７のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項１９】
　前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面とは接
しない第２導電型の第４半導体層を有し、
　前記第４半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面と接する
第２導電型の第５半導体層を有することを特徴とする請求項１５に記載の半導体装置。
【請求項２０】
　前記第５半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請求項１
９に記載の半導体装置。
【請求項２１】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置であって、
　前記終端構造部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度
の第１導電型の低濃度半導体層と、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と、
　前記半導体基板の表面に接する第２導電型の高濃度半導体層と、
　前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板の内部に位置し、前記半導体基板の表面と接
することなく前記高濃度半導体層よりも不純物濃度が低い第２導電型の第２半導体層と、
　を有することを特徴とする半導体装置。
【請求項２２】
　前記第２半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請求項２
１に記載の半導体装置。
【請求項２３】
　前記高濃度半導体層は前記半導体層に接しないことを特徴とする請求項２１または２２
に記載の半導体装置。
【請求項２４】
　前記第２半導体層と前記高濃度半導体層の間に位置し、前記活性領域から前記第２半導
体層よりも離れた位置に端部が位置し、前記高濃度半導体層よりも不純物濃度が低い第２
導電型の第４半導体層を有することを特徴とする請求項２１～２３のいずれか一つに記載
の半導体装置。
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【請求項２５】
　前記第４半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請求項２
４に記載の半導体装置。
【請求項２６】
　前記第４半導体層は前記第２半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請求
項２４または２５に記載の半導体装置。
【請求項２７】
　前記第４半導体層は前記高濃度半導体層に少なくとも一部が接することを特徴とする請
求項２４～２６のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項２８】
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と接しており、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面
とは接触しない第２導電型の第２半導体層を有し、
　前記第２半導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位置するこ
とを特徴とする請求項１～２７のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項２９】
　前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層を有し、
　前記高濃度半導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位置する
ことを特徴とする請求項３～２７のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項３０】
　前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よりも不純物濃度が低く、前
記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層を有し、
　前記第３半導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位置するこ
とを特徴とする請求項８～１２のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項３１】
　前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層を有し、
　前記高濃度半導体層の不純物濃度は前記半導体層と同じであることを特徴とする請求項
３～３０のいずれか一つに記載の半導体装置。
【請求項３２】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置の製造方法であって、
　前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１導電型
の低濃度半導体層を形成し、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と接し、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面とは接
触しない第２導電型の第２半導体層を形成し、
　前記半導体層の底面と前記第２導電型の第２半導体層の底面とを同じ深さに形成する、
　工程を含むことを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項３３】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置の製造方法であって、
　前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１導電型
の低濃度半導体層を形成し、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層を形成し、
　前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層を形成し、
　前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面とは接
しない第２導電型の第４半導体層を形成する、
　工程を含むことを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項３４】
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　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置の製造方法であって、
　前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１導電型
の低濃度半導体層を形成し、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層と接し、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板の表面とは
接触しない第２導電型の第２半導体層を形成し、
　前記第２半導体層よりおもて面側に配置され、少なくとも一部が前記第２半導体層と接
し前記活性領域から離れた方向の端部が前記第２半導体層とは異なる位置の第２導電型の
第４半導体層を形成する、
　工程を含むことを特徴とする半導体装置の製造方法。
【請求項３５】
　電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置の製造方法であって、
　前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１導電型
の低濃度半導体層を形成し、
　前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半
導体層を形成し、
　前記半導体基板の表面に接する第２導電型の高濃度半導体層を形成し、
　前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板の内部に位置し、前記半導体基板の表面と接
さず前記高濃度半導体層よりも不純物濃度が低い第２導電型の第２半導体層を形成する、
　工程を含むことを特徴とする半導体装置の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、ワイドバンドギャップ半導体縦型ＭＯＳＦＥＴ等の半導体装置およびその
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、高電圧や大電流を制御するパワー半導体装置の構成材料として、シリコン（Ｓｉ
）が用いられている。パワー半導体装置は、バイポーラトランジスタやＩＧＢＴ（Ｉｎｓ
ｕｌａｔｅｄ　Ｇａｔｅ　Ｂｉｐｏｌａｒ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：絶縁ゲート型バイポ
ーラトランジスタ）、ＭＯＳＦＥＴ（Ｍｅｔａｌ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔ
ｏｒ　Ｆｉｅｌｄ　Ｅｆｆｅｃｔ　Ｔｒａｎｓｉｓｔｏｒ：絶縁ゲート型電界効果トラン
ジスタ）など複数種類あり、これらは用途に合わせて使い分けられている。
【０００３】
　例えば、バイポーラトランジスタやＩＧＢＴは、ＭＯＳＦＥＴに比べて電流密度は高く
大電流化が可能であるが、高速にスイッチングさせることができない。具体的には、バイ
ポーラトランジスタは数ｋＨｚ程度のスイッチング周波数での使用が限界であり、ＩＧＢ
Ｔは数十ｋＨｚ程度のスイッチング周波数での使用が限界である。一方、パワーＭＯＳＦ
ＥＴは、バイポーラトランジスタやＩＧＢＴに比べて電流密度が低く大電流化が難しいが
、数ＭＨｚ程度までの高速スイッチング動作が可能である。
【０００４】
　市場では大電流と高速性とを兼ね備えたパワー半導体装置への要求が強く、ＩＧＢＴや
パワーＭＯＳＦＥＴはその改良に力が注がれ、現在ではほぼ材料限界に近いところまで開
発が進んでいる。パワー半導体装置の観点からシリコンに代わる半導体材料が検討されて
おり、低オン電圧、高速特性、高温特性に優れた次世代のパワー半導体装置を作製（製造
）可能な半導体材料として炭化珪素（ＳｉＣ）が注目を集めている。
【０００５】
　炭化珪素は、化学的に非常に安定した半導体材料であり、バンドギャップが３ｅＶと広
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く、高温でも半導体として極めて安定的に使用することができる。また、炭化珪素は、最
大電界強度もシリコンより１桁以上大きいため、オン抵抗を十分に小さくすることができ
る半導体材料として期待される。このような炭化珪素の特長は、炭化珪素以外の、シリコ
ンよりもバンドギャップが広い半導体（以下、ワイドバンドギャップ半導体とする）であ
る例えば窒化ガリウム（ＧａＮ）にもあてはまる。このため、ワイドバンドギャップ半導
体を用いることにより、半導体装置の低抵抗化および高耐圧化を図ることができる。
【０００６】
　ワイドバンドギャップ半導体を用いたパワー半導体装置において、オフ状態で耐圧を保
持するために素子外周部に終端構造部に耐圧構造を設ける必要がある。代表的な例として
メサ部に接合終端構造（ＪＴＥ：Ｊｕｎｃｔｉｏｎ　Ｔｅｒｍｉｎａｔｉｏｎ　Ｅｘｔｅ
ｎｓｉｏｎ）を形成する方法がある（例えば、下記非特許文献１、２参照）。なお終端構
造部領域は横幅が短いほど素子面積を小さくできるため好ましい。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】Ｒａｎｂｉｒ　Ｓｉｎｇｈ，ｅｔ　ａｌ．，“ＳｉＣ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓ
ｃｈｏｔｔｋｙ　ａｎｄ　ＰｉＮ　Ｄｉｏｄｅｓ”，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎ
ｓ　ｏｎ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎ　Ｄｅｖｉｃｅｓ，Ｖｏｌ．４９，Ｎｏ．４，ＡＰＲＩＬ，
２００２．
【非特許文献２】Ｄａｉ　Ｏｋａｍｏｔｏ，ｅｔ　ａｌ．，“１３－ｋＶ，２０－Ａ　４
Ｈ－ＳｉＣ　ＰｉＮ　Ｄｉｏｄｅｓ　ｆｏｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｐｐｌｉｃ
ａｔｉｏｎｓ”，Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　Ｓｃｉｅｎｃｅ　Ｆｏｒｕｍ，Ｖｏｌ．７７８－
７８０，ｐｐ　８５５－８５８，２０１４
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　図１７は、従来の半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。従来の終端構造
部１０１においてメサ部のように活性領域（活性部）１０２と高さが異なる領域でパター
ニングを実施する際に、フォトリソグラフィの焦点深度が異なるためにプロセス難易度が
向上してしまう。このため、終端構造部１０１は活性部１０２と同じ高さにする方が好ま
しい。図１７の半導体装置は、ｎ+型炭化珪素基板２上に形成されたｎ-型炭化珪素エピタ
キシャル層１のおもて面側に形成されたｐ+型ベース層３、ｎ+型チャネルストッパ領域４
、層間絶縁膜５、第１ＪＴＥ領域（ｐ型層）６、第２ＪＴＥ領域（ｐ-型層）７を有して
いる。
【０００９】
　図１８は、従来のメサ部を形成しない場合の半導体装置の終端構造部の構成を示す断面
図である。終端構造部１０１と活性部１０２を同じ高さにした場合、活性部１０２端に形
成されるｐ+型ベース層３のコーナー部に電界集中が生じて耐圧低下を招いてしまう。
【００１０】
　図１９は、従来の終端構造部のシミュレーションによる耐圧計算結果を示す図である。
図１９（ａ）は、１２００Ｖ耐圧クラスの図１７の終端構造部１０１の耐圧、図１９（ｂ
）は、１２００Ｖ耐圧クラスの図１８の終端構造部１０１の耐圧を示す。図１７の構造よ
りも図１８の構造の方が耐圧低下していることがわかる。
【００１１】
　また、終端構造部１０１を短くする目的においては、縦方向のｐ型層６，７ドーズ量を
活性部１０２の端から素子端部に向けて濃度が低くなるように次第にグラデーションを設
けることが好ましい。しかしながら、従来の終端構造部１０１で横方向グラデーションを
実現する例として、空間変調構造を用いるとパターニング精度の関係でプロセスバラつき
が生じやすくプロセス難易度が高くなる問題が生じる。
【００１２】
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　この発明は上述した従来技術による問題点を解消するため、簡単な構造で耐圧を向上さ
せることができ、かつ終端構造部の長さを短縮できる半導体装置およびその製造方法を提
供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上述した課題を解決し、本発明の目的を達成するため、この発明にかかる半導体装置は
、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、耐圧構造が形成された終端
構造部と、を有する半導体装置であって、前記終端構造部には、第１導電型の高濃度の半
導体基板のおもて面に形成された低濃度の第１導電型の低濃度半導体層と、前記活性領域
内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２導電型の半導体層と接して
おり、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面とは接触しない
第２導電型の第２半導体層と、を有し、前記半導体層の底面と前記第２導電型の第２半導
体層の底面の深さが同じであることを特徴とする。
【００１４】
　また、上記発明において、前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よ
りも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層、
を有することを特徴とする。
【００１７】
　また、この発明の半導体装置は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置
され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置であって、前記終端構造
部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度の第１導電型の
低濃度半導体層と、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接す
る第２導電型の半導体層と接しており、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が低く、前
記半導体基板の表面とは接触しない第２導電型の第２半導体層と、前記第２半導体層より
おもて面側に配置され、少なくとも一部が前記第２半導体層と接し前記活性領域から離れ
た方向の端部が前記第２半導体層とは異なる位置の第２導電型の第４半導体層と、を有す
ることを特徴とする。
【００１８】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記半導体基板の表面に接していないこ
とを特徴とする。
【００１９】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記半導体層と接することを特徴とする
。
【００２０】
　また、上記発明において、前記第４半導体層より前記半導体基板のおもて面側に配置さ
れ、少なくとも一部が前記第４半導体層と接し活性部から離れた方向の端部が前記第４半
導体層とは異なる位置の第２導電型の第５半導体層を有することを特徴とする。
【００２１】
　また、上記発明において、前記第５半導体層は前記半導体層と接することを特徴とする
。
【００２２】
　また、上記発明において、前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よ
りも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層を
有することを特徴とする。
【００２３】
　また、上記発明において、前記第４半導体層と接しており、かつ、前記第４半導体層よ
り不純物濃度が低い第２導電型の第６半導体層を有することを特徴とする。
【００２４】
　また、上記発明において、前記第５半導体層と接しており、かつ前記第５半導体層より
不純物濃度が低い第２導電型の第７半導体層を有することを特徴とする。
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【００２５】
　また、上記発明において、前記第３半導体層は前記第４半導体層に接することを特徴と
する。
【００２６】
　また、上記発明において、前記第４半導体層より前記半導体基板のおもて面側に配置さ
れ、少なくとも一部が前記第４半導体層と接し活性領域から離れた方向の端部が前記第４
半導体層とは異なる位置の第２導電型の第５半導体層を有し、前記第６半導体層は前記第
５半導体層に接することを特徴とする。
【００２８】
　また、上記発明において、前記第２導電型の各半導体層の不純物の基板深さ方向の積分
値が前記半導体層から端部にかけての各位置ａ線，ｂ線，ｃ線において、次第に小さくな
りａ線＞ｂ線＞ｃ線の関係であることを特徴とする。
【００２９】
　また、上記発明において、第２導電型の各半導体層の不純物の基板深さ方向の積分値が
前記半導体層から端部にかけての各位置ａ線，ｂ線，ｃ線，ｄ線，ｅ線，ｆ線において、
次第に小さくなりａ線＞ｂ線＞ｃ線＞ｄ線＞ｅ線＞ｆ線の関係であることを特徴とする。
【００３０】
　また、上記発明において、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置され、
耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置であって、前記終端構造部には
、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度の第１導電型の低濃度
半導体層と、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接する第２
導電型の半導体層と、前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層と、を
有し、前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面と
は接しない第２導電型の第４半導体層を有することを特徴とする。
　また、前記高濃度半導体層は複数配置されていることを特徴とする。
【００３１】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記高濃度半導体層に少なくとも一部が
接することを特徴とする。
【００３２】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接する
ことを特徴とする。
【００３３】
　また、上記発明において、前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側に前
記半導体基板の表面とは接しない第２導電型の第４半導体層を有し、前記第４半導体層よ
りも前記半導体基板のおもて面側に前記半導体基板の表面と接する第２導電型の第５半導
体層を有することを特徴とする。
【００３４】
　また、上記発明において、前記第５半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接する
ことを特徴とする。
【００３５】
　また、この発明の半導体装置は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の外側に配置
され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置であって、前記終端構造
部には、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に形成された低濃度の第１導電型の
低濃度半導体層と、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電極と接す
る第２導電型の半導体層と、前記半導体基板の表面に接する第２導電型の高濃度半導体層
と、前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板の内部に位置し、前記半導体基板の表面と
接することなく前記高濃度半導体層よりも不純物濃度が低い第２導電型の第２半導体層と
、を有することを特徴とする。
【００３６】
　また、上記発明において、前記第２半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接する
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ことを特徴とする。
【００３７】
　また、上記発明において、前記高濃度半導体層は前記半導体層に接しないことを特徴と
する。
【００３８】
　また、上記発明において、前記第２半導体層と前記高濃度半導体層の間に位置し、前記
活性領域から前記第２半導体層よりも離れた位置に端部が位置し、前記高濃度半導体層よ
りも不純物濃度が低い第２導電型の第４半導体層を有することを特徴とする。
【００３９】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記半導体層に少なくとも一部が接する
ことを特徴とする。
【００４０】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記第２半導体層に少なくとも一部が接
することを特徴とする。
【００４１】
　また、上記発明において、前記第４半導体層は前記高濃度半導体層に少なくとも一部が
接することを特徴とする。
【００４２】
　また、上記発明において、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソース電
極と接する第２導電型の半導体層と接しており、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が
低く、前記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第２半導体層を有し、前記第２半
導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位置することを特徴とす
る。
【００４３】
　また、上記発明において、前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層
を有し、前記高濃度半導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位
置することを特徴とする。
【００４４】
　また、上記発明において、前記第２半導体層と接しており、かつ、前記第２半導体層よ
りも不純物濃度が低く、前記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第３半導体層を
有し、前記第３半導体層の下部は前記半導体層の下部に対して深さ±０．２μｍに位置す
ることを特徴とする。
【００４５】
　また、上記発明において、前記低濃度半導体層に囲まれた第２導電型の高濃度半導体層
を有し、前記高濃度半導体層の不純物濃度は前記半導体層と同じであることを特徴とする
。
【００４９】
　また、この発明の半導体装置の製造方法は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の
外側に配置され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置の製造方法で
あって、前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１
導電型の低濃度半導体層を形成し、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソ
ース電極と接する第２導電型の半導体層と接し、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が
低く、前記半導体基板表面とは接触しない第２導電型の第２半導体層を形成し、前記半導
体層の底面と前記第２導電型の第２半導体層の底面とを同じ深さに形成する、工程を含む
ことを特徴とする。
【００５０】
　また、この発明の半導体装置の製造方法は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の
外側に配置され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置の製造方法で
あって、前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１
導電型の低濃度半導体層を形成し、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソ
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ース電極と接する第２導電型の半導体層を形成し、前記低濃度半導体層に囲まれた第２導
電型の高濃度半導体層を形成し、前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板のおもて面側
に前記半導体基板の表面とは接しない第２導電型の第４半導体層を形成する、工程を含む
ことを特徴とする。
【００５１】
　また、この発明の半導体装置の製造方法は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の
外側に配置され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置の製造方法で
あって、前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１
導電型の低濃度半導体層を形成し、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソ
ース電極と接する第２導電型の半導体層と接し、かつ、前記半導体層よりも不純物濃度が
低く、前記半導体基板の表面とは接触しない第２導電型の第２半導体層を形成し、前記第
２半導体層よりおもて面側に配置され、少なくとも一部が前記第２半導体層と接し前記活
性領域から離れた方向の端部が前記第２半導体層とは異なる位置の第２導電型の第４半導
体層を形成する、工程を含むことを特徴とする。
【００５２】
　また、この発明の半導体装置の製造方法は、電流が流れる活性領域と、前記活性領域の
外側に配置され、耐圧構造が形成された終端構造部と、を有する半導体装置の製造方法で
あって、前記終端構造部に、第１導電型の高濃度の半導体基板のおもて面に低濃度の第１
導電型の低濃度半導体層を形成し、前記活性領域内の第２導電型の半導体層、もしくはソ
ース電極と接する第２導電型の半導体層を形成し、前記半導体基板の表面に接する第２導
電型の高濃度半導体層を形成し、前記高濃度半導体層よりも前記半導体基板の内部に位置
し、前記半導体基板の表面と接さず前記高濃度半導体層よりも不純物濃度が低い第２導電
型の第２半導体層を形成する、工程を含むことを特徴とする。
【００５３】
　上記構成によれば、活性領域端の第２導電型の半導体層のコーナー部に集中する電界を
緩和することができ耐圧が向上できるようになる。
【発明の効果】
【００５４】
　本発明にかかる半導体装置および半導体装置の製造方法によれば、メサ部を設けない終
端構造部の耐圧を向上させることができ、かつ終端構造部の横方向長さを短くできる効果
を有する。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】図１は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図であ
る。
【図２】図２は、実施の形態１の終端構造部のシミュレーションによる耐圧計算結果を示
す図である。
【図３】図３は、実施の形態１にかかる半導体装置の活性部の構造例を示す断面図である
。
【図４】図４は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。（その１）
【図５】図５は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。（その２）
【図６】図６は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。（その３）
【図７】図７は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。（その４）
【図８】図８は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。（その５）
【図９】図９は、実施の形態２にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図であ
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る。
【図１０】図１０は、実施の形態３にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１１】図１１は、実施の形態４にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１２】図１２は、実施の形態５にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１３】図１３は、実施の形態６にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１４】図１４は、実施の形態７にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１５】図１５は、実施の形態８にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１６】図１６は、実施の形態９にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図
である。
【図１７】図１７は、従来の半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
【図１８】図１８は、従来のメサ部を形成しない場合の半導体装置の終端構造部の構成を
示す断面図である。
【図１９】図１９は、従来の終端構造部のシミュレーションによる耐圧計算結果を示す図
である。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
　以下に添付図面を参照して、この発明にかかる半導体装置および半導体装置の製造方法
の好適な実施の形態を詳細に説明する。本明細書および添付図面においては、ｎまたはｐ
を冠記した層や領域では、それぞれ電子または正孔が多数キャリアであることを意味する
。また、ｎやｐに付す＋および－は、それぞれそれが付されていない層や領域よりも高不
純物濃度および低不純物濃度であることを意味する。＋および－を含めたｎやｐの表記が
同じ場合は近い濃度であることを示し濃度が同等とは限らない。なお、以下の実施の形態
の説明および添付図面において、同様の構成には同一の符号を付し、重複する説明を省略
する。また、本明細書では、ミラー指数の表記において、“－”はその直後の指数につく
バーを意味しており、指数の前に“－”を付けることで負の指数をあらわしている。
【００５７】
（実施の形態１）
　本発明にかかる半導体装置は、ワイドバンドギャップ半導体を用いて構成される。実施
の形態１においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）を用
いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。また、第１
導電型をｎ型とし、第２導電型をｐ型とした例について説明する。
【００５８】
　図１は、実施の形態１にかかる炭化珪素半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図で
ある。ｎ+型炭化珪素基板（ワイドバンドギャップ半導体基板）２の第１主面、例えば（
０００１）面（Ｓｉ面）、にｎ-型炭化珪素エピタキシャル層（ワイドバンドギャップ半
導体堆積層）１が堆積されている。
【００５９】
　ｎ+型炭化珪素基板２は、例えば窒素（Ｎ）がドーピングされた炭化珪素単結晶基板で
ある。ｎ-型炭化珪素エピタキシャル層１は、ｎ+型炭化珪素基板２よりも低い不純物濃度
で、例えば窒素がドーピングされている低濃度ｎ型ドリフト層である。以下、ｎ+型炭化
珪素基板２単体、またはｎ+型炭化珪素基板２とｎ-型炭化珪素エピタキシャル層１を併せ
て炭化珪素半導体基板とする。
【００６０】
　そして、ｎ-型炭化珪素エピタキシャル層１のおもて面側には、活性領域１０２にｐ+型
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ベース層（ｐ+層）３が形成され、終端構造部１０１には、ｐ+型ベース層３に接する第１
ＪＴＥ領域６、第２ＪＴＥ領域７（ｐ型層６，ｐ-型層７）が形成され、終端構造部１０
１の端部にはｎ+型チャネルストッパ領域４が形成される。そして、活性部１０２端のｐ+

層３の下部とＪＴＥ領域であるｐ型層６、ｐ-型層７の下部の高さを±０．３μｍ以内に
配置する。ｐ型層６、ｐ-型層７は、ｐ+層３の高さ（深さ）方向でみて底部がｐ+層３と
同じ位置であり、ｐ+層３よりも高さが低い。
【００６１】
　図２は、実施の形態１の終端構造部のシミュレーションによる耐圧計算結果を示す図で
ある。図１に示した終端構造部１０１の構造によれば、活性部１０１端のｐ+層３のコー
ナー部に集中する電界を緩和することができ耐圧が向上できる。なお、ＪＴＥ領域である
ｐ型層６の方がｐ-型層７よりも不純物濃度が濃い方が好ましい。
【００６２】
　図３は、実施の形態１にかかる半導体装置の活性部の構造例を示す断面図である。ｎ-

型炭化珪素エピタキシャル層１の第１主面側には濃いｎ層（第１ｎ型ＣＳＬ領域）１５ａ
が形成されており、濃いｎ型領域１５ａはｎ+型炭化珪素基板２よりも低くｎ型炭化珪素
エピタキシャル層１よりも高い不純物濃度で、例えば窒素がドーピングされている。
【００６３】
　ｎ+型炭化珪素基板２のｎ-型炭化珪素エピタキシャル層１側に対して反対側の表面（炭
化珪素半導体基体の裏面）には、裏面電極が設けられドレイン電極を構成する。炭化珪素
基板表面にフォトリソグラフィによるパターニングと窒素をイオン注入することで終端構
造部１０１には形成されないようにｎ層１５ａを形成する。
【００６４】
　ｎ層１５ａ部分には、パターニングとアルミニウムをイオン注入により複数のｐ+層３
ａが形成されている。ｐ+層３ａの活性化不純物濃度は、１．０×１０17～１．０×１０1

9ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。そして、窒素を添加したエピ
タキシャル成長によりｎ-層１と同等の濃度の炭化珪素を０．１～１．５μｍ堆積してＩ
Ｉの領域を形成する。
【００６５】
　また、フォトリソグラフィによるパターニングと窒素をイオン注入することで、終端構
造部１０１には形成されないように、第２ｎ型ＣＳＬ領域（ｎ層）１５ｂがｎ層１５ａ上
に形成されている。この際、ｎ層１５ｂは、ｎ-層１と同じ程度の濃度領域ができないよ
うに形成されている。
【００６６】
　また、パターニングとアルミニウムをイオン注入することでｐ+層３ａと電気的に接続
されるようにｐ+層３ｂが形成されている。ｐ+層３ｂの活性化不純物濃度は１．０×１０
17～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さは０．２～２．０μｍ程度が好ましい。窒素、もし
くはアルミニウムを添加したエピタキシャル成長により炭化珪素を０．１～１．５μｍ堆
積してＩＩＩの領域を形成する。
【００６７】
　そして、フォトリソグラフィによるパターニングとアルミニウムをイオン注入すること
で終端構造部１０１には形成させないようにｐ型チャネル領域（ｐ層）１６が形成されて
いる。ｐ層１６の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さ
は０．３～１．５μｍ程度が好ましい。また、フォトリソグラフィによるパターニングと
リン、もしくは砒素、もしくは窒素をイオン注入することでｎ型ソース領域（ｎ+層）１
７が形成されている。ｎ+層１７の活性化不純物濃度は１．０×１０18～１．０×１０20

ｃｍ-3程度、深さは０．０５～０．５μｍ程度が好ましい。
【００６８】
　また、フォトリソグラフィによるパターニングとアルミニウムをイオン注入することで
ｐ+層３ｂに電気的に接続されるようにｐ型領域（ｐ+層）１８が形成されている。ｐ+層
１８の活性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１０20ｃｍ-3程度、深さは０．２～



(13) JP 6855700 B2 2021.4.7

10

20

30

40

50

２．０μｍ程度が好ましい。
【００６９】
　また、カーボン膜を０．０１～５．０μｍ程度堆積させた後にアニールを１５００℃～
１９００℃で実施し、イオン注入した不純物を活性化する。フォトリソグラフィによるパ
ターニングとドライエッチングによりトレンチ１９をｐ+層３ａを貫かないように形成さ
れている。トレンチ１９は幅０．１～１．５μｍ、深さ０．２～２．０μｍ程度が好まし
い。トレンチ１９内を覆うようにポリシリコンの絶縁膜が堆積され、絶縁膜は例えば減圧
ＣＶＤ法により６００～９００℃程度の高温で成膜するＨＴＯ（Ｈｉｇｈ　Ｔｅｍｐｅｒ
ａｔｕｒｅ　Ｏｘｉｄｅ）膜を厚さ３０ｎｍ～２００ｎｍで形成されている。
【００７０】
　トレンチ１９内を埋めるように絶縁膜を堆積した後、トレンチ１９内の少なくとも２／
３の深さのポリシリコンを残すようにエッチングしてゲート電極２０が形成されている。
また、酸化膜を厚さ０．１～３．０μｍ程度堆積した後にパターニングとエッチングによ
り層間絶縁膜２１が形成されている。
【００７１】
　また、蒸着もしくはスパッタ法によりチタン、ニッケル、タングステン、アルミニウム
のいずれか一種類以上を総厚さ０．５～８．０μｍ程度堆積し、パターニングとエッチン
グによりソース電極２２が形成されている。以上により、実施の形態１に示される活性部
が構成されている。
【００７２】
　図３では、３つのトレンチ構造のみを図示しているが、さらに多くのトレンチＭＯＳ構
造が並列に配置されていてもよい。なお、活性領域１０２内のｐ+層１８、もしくはソー
ス電極２２は、終端構造部１０１の半導体層３と接する。
【００７３】
　図１に示した炭化珪素半導体装置の終端構造部１０１のｐ+層３は図３に示した活性部
１０２のｐ+層３ａと同じものを想定しているが、異なっていても構わない。
【００７４】
　図４～図８は、実施の形態１にかかる半導体装置の終端構造部の製造工程を示す断面図
である。これらの図を用いて終端構造部の製造工程を順に説明する。
【００７５】
　はじめに、図４に示すように、ｎ+型炭化珪素基板２に窒素を添加したエピタキシャル
成長法によりｎ-層１ａを形成する。ｎ-層１ａの濃度は１．０×１０14～１．０×１０17

ｃｍ-3程度、厚さ４μｍ～１００μｍ程度が好ましい。ｎ+型炭化珪素基板２側の表面（
炭化珪素半導体基体の裏面）には、裏面電極が設けられドレイン電極を構成する。
【００７６】
　つぎに、図５に示すように、炭化珪素半導体基体の第１主面側にパターニングとアルミ
ニウムをイオン注入することでｐ+型ベース層（ｐ+層）３ａを形成する。ｐ+層３ａの活
性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μ
ｍ程度が好ましい。また、ｐ+層３ａの側部の位置にパターニングとアルミニウムをイオ
ン注入することでｐ-層６を形成する。ｐ-層６の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１
．０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。さらに、ｐ-層６
の側部にパターニングとアルミニウムをイオン注入することでｐ-層６よりも活性化不純
物濃度が低くなるようにｐ-層７を形成する。ｐ-層７の活性化不純物濃度は８．０×１０
15～８．０×１０17ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。
【００７７】
　つぎに、図６に示すように、炭化珪素基板１側のおもて面側に窒素を添加したエピタキ
シャル成長法によりｎ-層１ｂを形成することでＩＩの領域を形成する。ｎ-層１ｂの濃度
は１．０×１０14～１．０×１０17ｃｍ-3程度でｎ-層１ａと同等の濃度、厚さ０．１μ
ｍ～１．５μｍ程度が好ましい。そして、ｐ+層３ａ上の位置には、パターニングとアル
ミニウムをイオン注入によりｐ+層３ａと電気的に接続されるようにｐ+層３ｂを形成する
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。ｐ+層３ｂの活性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さは
０．２～２．０μｍ程度が好ましい。
【００７８】
　つぎに、図７に示すように、炭化珪素基板１側のおもて面側に窒素を添加したエピタキ
シャル成長法によりｎ-層１ｃを形成することでＩＩＩの領域を形成する。ｎ-層１ｃの濃
度は１．０×１０14～１．０×１０17ｃｍ-3程度でｎ-層１ａと同等の濃度、厚さ０．１
μｍ～１．５μｍ程度が好ましい。そして、ｐ+層３ｂ上の位置には、パターニングとア
ルミニウムをイオン注入によりｐ+層３ａ，３ｂと電気的に接続されるようにｐ+層３ｃを
形成する。ｐ+層３ｃの活性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１０20ｃｍ-3程度
、深さは０．２～２．０μｍ程度が好ましい。なお、ｐ+層３ｃは、活性部１０２のｐ+層
１８と同時に形成しても構わない。
【００７９】
　この後、フォトリソグラフィによるパターニングとリン、もしくは砒素、もしくは窒素
をイオン注入することでｎ-層１ｃの端部にｎ+型チャネルストッパ領域（ｎ+層）４を形
成する。ｎ+層４の活性化不純物濃度は１．０×１０18～１．０×１０20ｃｍ-3程度、深
さは０．０５～０．５μｍ程度が好ましい。なお、ｎ+層４は、活性部のｎ+層１７と同時
に形成しても構わない。そして、カーボン膜を０．０１～５．０μｍ程度堆積させた後に
アニールを１５００℃～１９００℃で実施し、イオン注入した不純物を活性化する。
【００８０】
　つぎに、図８に示すように酸化膜を厚さ０．１～３．０μｍ程度堆積し層間絶縁膜５を
形成する。なお、層間絶縁膜５は、活性部の層間絶縁膜２１と同時に形成しても構わない
。以上説明した工程により実施の形態１の終端構造部１０１を形成できる。
【００８１】
（実施の形態２）
　本発明にかかる半導体装置は、ワイドバンドギャップ半導体を用いて構成される。実施
の形態２においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）を用
いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。
【００８２】
　図９は、実施の形態２にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。実
施の形態２においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活
性部１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【００８３】
　また、終端構造部１０１の作製方法について、実施の形態１で説明したｐ+層３ａ形成
までの工程（図４および図５の一部）と同様である。
【００８４】
　図９に示すように、ｐ+層３ａの底部の位置を同じとし、パターニングとアルミニウム
をイオン注入することで端部の方向に複数のｐ型ガードリング領域（ｐ+層）８を形成す
る。ｐ+層８の活性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さは
０．１～１．５μｍ程度が好ましい。なお、ｐ+層８はｐ+層３ａと同時に形成しても構わ
ない。
【００８５】
　この後、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加したエピタキシャル成長法によりｎ-層
１ｂを形成することでＩＩの領域を形成する。その後は実施の形態１と同様の工程で作製
する。以上説明した工程により実施の形態２の終端構造部１０１を形成できる。
【００８６】
　図９に示すように、活性部１０２端のｐ+層３と離してｐ+層８が配置され、ｐ+層３と
ｐ+層８の下部の高さは±０．３μｍ以内である。ｐ+８層はガードリング構造として機能
し、ｐ+層８のコーナー部の電界集中を緩和することで耐圧向上できる。なお、ｐ+層８の
濃度はｐ+層３と同じ濃度であれば１回のイオン注入で形成できるため好ましい。ｐ+層８
の間の横方向間隔は狭い方が好ましく、最も活性部１０２の端に近い箇所は０．０１μｍ
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～１．０μｍ程度がよい。また、活性部１０２の端から離れるにつれて間隔を段階的に広
くすることがより好ましい。
【００８７】
（実施の形態３）
　図１０は、実施の形態３にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態３においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態３においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【００８８】
　また、終端構造部１０１の作製方法は、実施の形態１で説明したｐ-層６形成までの工
程（図４および図５）と同様である。つぎに、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加した
エピタキシャル成長法によりｎ-層１ｂ（図６参照）を形成する。ｎ-層１ｂの濃度は１．
０×１０14～１．０×１０17ｃｍ-3程度でｎ-層１ａと同等の濃度、厚さ０．１μｍ～１
．５μｍ程度が好ましい。つぎに、ｐ+層３ａの位置にパターニングとアルミニウムをイ
オン注入によりｐ+層３ａと電気的に接続されるようにｐ+層３ｂを形成する（図６参照）
。
【００８９】
　つぎに、図１０に示すように、パターニングとアルミニウムをイオン注入により第３Ｊ
ＴＥ領域（ｐ-層）９を少なくとも一部がｐ-層６の上部に位置するように形成する。ｐ-

層９の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～
１．５μｍ程度が好ましい。
【００９０】
　そして、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加したエピタキシャル成長法によりｎ-層
１ｃ（図７参照）を形成する。ｎ-層１ｃの濃度は１．０×１０14～１．０×１０17ｃｍ-

3程度でｎ-層１ａと同等の濃度、厚さ０．１μｍ～１．５μｍ程度が好ましい。つぎに、
図１０に示すように、パターニングとアルミニウムをイオン注入により第４ＪＴＥ領域（
ｐ-層）１０を少なくとも一部がｐ-層６の上部に位置するように形成する。ｐ-層９の活
性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μ
ｍ程度が好ましい。その後は実施の形態１と同様の工程で作製する。以上説明した工程に
より実施の形態２の終端構造部１０１を形成できる。
【００９１】
　図１０に示す構造によれば、実施の形態１（図１）と同様の効果が得られる。図１０で
は、実施の形態１（図１）と異なり終端構造部１０１内で横方向にｐ-濃度を変えずに高
さ方向に濃度勾配をつけて耐圧保持できる構造である。ｐ-層６は活性部端のｐ+層３の下
部の高さと±０．３μｍ以内に配置する。なお、ｐ-層のドーズ量で示される高さ方向の
アクセプタ濃度の積分値は、図中のａ線ドーズ量＞ｂ線ドーズ量＞ｃ線ドーズ量、とする
ことで終端構造部１０１の横方向にグラデーションが形成され、実施の形態１（図１）と
同様の耐圧が得られる。
【００９２】
（実施の形態４）
　図１１は、実施の形態４にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態４においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態４においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【００９３】
　また、終端構造部１０１の作製方法は、実施の形態１で説明したｐ+層３ｂ形成までの
工程（図４～図６）と同様である。つぎに、図１１に示すように、パターニングとアルミ
ニウムをイオン注入によりｐ-層９を少なくとも一部がｐ-層６の上部に位置するように形



(16) JP 6855700 B2 2021.4.7

10

20

30

40

50

成する。ｐ-層９の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０18ｃｍ-3程度、深
さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。つぎに、パターニングとアルミニウムをイオン
注入により第５ＪＴＥ領域（ｐ-層）１２を少なくとも一部がｐ-層７の上部に位置しｐ-

層９と連結するように形成する。ｐ-層１２の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．
０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。
【００９４】
　つぎに、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加したエピタキシャル成長法によりｎ-層
１ｃを形成する（図７参照）。ｎ-層１ｃの濃度は１．０×１０14～１．０×１０17ｃｍ-

3程度でｎ-層１ａと同等の濃度、厚さ０．１μｍ～１．５μｍ程度が好ましい。パターニ
ングとアルミニウムをイオン注入によりｐ+層３ａと電気的に接続されるようにｐ+層３ｃ
を形成する（図７参照）。ｐ+層３ｃの活性化不純物濃度は１．０×１０17～１．０×１
０20ｃｍ-3程度、深さは０．２～２．０μｍ程度が好ましい。なお、ｐ+層３ｃは、活性
部１０２のｐ+層１８と同時に形成しても構わない。
【００９５】
　この後、パターニングとアルミニウムをイオン注入によりｐ-層１０を少なくとも一部
がｐ-層９の上部に位置するように形成する。ｐ-層１０の活性化不純物濃度は１．０×１
０16～１．０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。つぎに、
パターニングとアルミニウムをイオン注入により第６ＪＴＥ領域（ｐ-層）１４を少なく
とも一部がｐ-層１２の上部に位置しｐ-層１０と連結するように形成する。ｐ-層１４の
活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５
μｍ程度が好ましい。その後は実施の形態１と同様の工程で作製する。以上説明した工程
により実施の形態４の終端構造部１０１を形成できる。
【００９６】
　図１１に示す終端構造部１０１の例では、ｐ-層７のおもて面側はｐ-層９，１２に接し
ている。また、ｐ-層１２のおもて面側はｐ-層１０，１４に接している。
【００９７】
　図１１に示す終端構造部１０１によれば、実施の形態１（図４）に示した構造に加えて
ｐ-層６，７よりもおもて面側にｐ-層９，１０，１２，１４を形成している。なお、ｐ-

層のドーズ量で示される高さ方向のアクセプタ濃度の積分値は、図１１に示すａ線ドーズ
量＞ｂ線ドーズ量＞ｃ線ドーズ量＞ｄ線ドーズ量＞ｅ線ドーズ量＞ｆ線ドーズ量、となる
ようにｐ-層６，７，９，１２，１０，１４を形成することで、ドーズ量が活性部１０２
の端から離れるほど低くなるために好ましい。
【００９８】
　例えば、ｐ-層６よりもｐ-層９を活性部１０２の端から離す、ｐ-層９よりもｐ-層１０
を活性部１０２の端から離す、ｐ-層７よりもｐ-層１２を活性部１０１の端から離す、ｐ
-層１２よりもｐ-層１４を活性部１０２の端から離すように形成することが好ましい。ま
た、高さ方向領域に少なくとも２段以上の濃度勾配を持つことで耐圧保持の効果が得られ
る。このような実施の形態４によれば、実施の形態１（図１）よりも終端構造部１０１の
横方向の長さを短くできる。
【００９９】
（実施の形態５）
　図１２は、実施の形態５にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態５においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態５においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【０１００】
　また、終端構造部１０１の作製方法は、実施の形態１で説明したｐ+層３ｂ形成までの
工程（図４～図６）と同様である。つぎに、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加したエ
ピタキシャル成長法によりｎ-層１ｃを形成する（図７参照）。その後、実施の形態４と
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同様にｐ-層１０と、ｐ-層１４を形成する。その後は実施の形態１と同様の工程で作製す
る。以上説明した工程により実施の形態５の終端構造部１０１を形成できる。
【０１０１】
　図１２の構造によれば、終端構造部１０１の高さ方向領域の濃度勾配を最小の２段とし
て、構造及び製造を簡単に行え、かつ耐圧を保持できる。
【０１０２】
（実施の形態６）
　図１３は、実施の形態６にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態６においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態６においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【０１０３】
　また、終端構造部１０１の作製方法は実施の形態１で説明したｐ+層３ｃ形成までの工
程（図４～図６）と同様である。つぎに、パターニングとアルミニウムをイオン注入によ
りｐ-層１０を形成する。ｐ-層１０の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．０×１０
18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。その後は実施の形態１と同様
の工程で作製する。以上説明した工程により実施の形態６の終端構造部１０１を形成でき
る。
【０１０４】
　図１３の終端構造部１０１の構造によれば、実施の形態（図１）に加えて、横方向に単
一の濃度のｐ-層１０を設けるのみであり、横方向にグラデーションを設けなくても同様
に耐圧保持の効果が得られる。
【０１０５】
（実施の形態７）
　図１４は、実施の形態７にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態７においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態７においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【０１０６】
　また、終端構造部１０１の作製方法は実施の形態１で説明したｐ+層３ｃ形成までの工
程（図４～図６）と同様である。つぎに、炭化珪素基板１側の表面に窒素を添加したエピ
タキシャル成長法によりｎ-層１ｃを形成する（図７参照）。その後は実施の形態１と同
様の工程で作成する。以上説明した工程により実施の形態６の終端構造部１０１を形成で
きる。
【０１０７】
　図１４の終端構造部１０１の構造に示すように、実施の形態１（図１）に対し、ｐ-層
層の上下の位置関係が入れ変わった場合でも、同様に耐圧保持でき横方向の長さを短くで
きる効果が得られる。
【０１０８】
（実施の形態８）
　図１５は、実施の形態８にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態８においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態８においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【０１０９】
　また、終端構造部１０１の作製方法は実施の形態２のｐ+層３ｂの形成までの工程（図
９）と同様である。この後、ｐ+層３ｂのおもて面側にパターニングとアルミニウムをイ
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オン注入によりｐ-層９を形成する。ｐ-層９の活性化不純物濃度は１．０×１０16～１．
０×１０18ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。その後は実施の形態
３と同様に作成する（図１０参照、ｐ-層９のおもて面側にｐ-層１０などを作成）。以上
説明した工程により実施の形態８の終端構造部１０１を形成できる。
【０１１０】
　図１５に示した終端構造部１０１の構造では、ｐ+層８にｐ-層９が接し、ｐ-層９にｐ-

層１０が接し、ｐ-層９よりもｐ-層１０の方が端部位置まで伸びて形成されている。
【０１１１】
　図１５に示した終端構造部１０１の構造によれば、実施の形態２（図９）に比して横方
向の長さを短くできる。すなわち、ｐ+層８よりもおもて面側に配置されたｐ-層９，１０
により下部のｐ+層８で緩和する電界を調整することができるために終端構造部１０１の
横方向長さを短くすることができる。
【０１１２】
（実施の形態９）
　図１６は、実施の形態９にかかる半導体装置の終端構造部の構成を示す断面図である。
実施の形態９においては、ワイドバンドギャップ半導体として例えば炭化珪素（ＳｉＣ）
を用いて作製された炭化珪素半導体装置について、ＭＯＳＦＥＴを例に説明する。実施の
形態９においても活性部１０２の構造例は、実施の形態１（図３）と同様であり、活性部
１０２の作製方法についても実施の形態１と同様である。
【０１１３】
　また、終端構造部１０１の作製方法は実施の形態３のｐ+層３ｃの形成までの工程（図
１０）と同様である。この後、ｐ-層９のおもて面側パターニングとアルミニウムをイオ
ン注入することで複数のｐ+層８を形成する。ｐ+層８の活性化不純物濃度は１．０×１０
17～１．０×１０19ｃｍ-3程度、深さは０．１～１．５μｍ程度が好ましい。なお、ｐ+

層８はｐ+層３ｃ、もしくは活性部１０２のｐ+層１８と同時に形成しても構わない。
【０１１４】
　この後、フォトリソグラフィによるパターニングとリン、もしくは砒素、もしくは窒素
をイオン注入することでｎ+層４を形成する。ｎ+層４の活性化不純物濃度は１．０×１０
18～１．０×１０20ｃｍ-3程度、深さは０．０５～０．５μｍ程度が好ましい。なお、ｎ
+層４は、活性部１０２のｎ+層１７と同時に形成しても構わない。その後は実施の形態１
と同様の工程で作製する。以上説明した工程により実施の形態９の終端構造部１０１を形
成できる。
【０１１５】
　図１６に示した終端構造部１０１の構造では、下層からみてｐ-層６のおもて面側にｐ-

層９が接し、ｐ-層６よりもｐ-層９の方が端部位置まで伸びて形成されている。また、ｐ
-層９のおもて面側に複数のｐ+層８が接して形成されている。ｐ+層８は、ｐ+層３に接し
ていない。
【０１１６】
　図１６に示した終端構造部１０１の構造によれば、実施の形態２（図９）と比べてｐ+

層８とｐ-層９の上下の位置関係が入れ変わった場合でも、同様に耐圧保持でき横方向の
長さを短くできる効果が得られる。
【０１１７】
　以上において本発明では、炭化珪素でできた炭化珪素基板の主面を（０００１）面とし
当該（０００１）面上にＭＯＳを構成した場合を例に説明したが、これに限らず、ワイド
バンドギャップ半導体、基板主面の面方位などを種々変更可能である。
【０１１８】
　また、本発明では、各実施の形態では第１導電型をｎ型とし、第２導電型をｐ型とした
が、本発明は第１導電型をｐ型とし、第２導電型をｎ型としても同様に成り立つ。
【産業上の利用可能性】
【０１１９】
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　以上のように、本発明にかかる半導体装置は、電力変換装置や種々の産業用機械などの
電源装置などに使用される高耐圧半導体装置に有用である。
【符号の説明】
【０１２０】
　１（１ａ，１ｂ、１ｃ）　ｎ-型炭化珪素エピタキシャル層（ｎ-層）
　２　ｎ+型炭化珪素基板
　３（３ａ，３ｂ、３ｃ）　ｐ+ベース層（ｐ+層）
　４　ｎ＋型チャネルストッパ領域（ｎ+層）
　５　層間絶縁膜
　６　第１ＪＴＥ領域（ｐ型層）
　７　第２ＪＴＥ領域（ｐ-型層）
　８　ｐ型ガードリング領域（ｐ+層）
　９　第３ＪＴＥ領域（ｐ-層）
１０　第４ＪＴＥ領域（ｐ-層）
１２　第５ＪＴＥ領域（ｐ-層）
１４　第６ＪＴＥ領域（ｐ-層）
１５ａ，１５ｂ　ｎ型ＣＳＬ領域（ｎ層）
１６　ｐ型チャネル領域（ｐ層）
１７　ｎ型ソース領域（ｎ+層）
１８　ｐ型領域（ｐ+層）
１９　トレンチ
２０　ゲート電極
２１　層間絶縁膜
２２　ソース電極

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】

【図１３】
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【図１５】

【図１６】

【図１７】

【図１８】 【図１９】
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